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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　装置であって、
　前記装置は微小電気機械システム（ＭＥＭＳ）センサを備え、前記センサは、
　　可動エレメントの第１の端部と第２の端部との間でオフセットされている回転軸に対
して動くように適合され、前記回転軸と前記第１の端部との間に第１の区画を形成し、前
記回転軸と前記第２の端部との間に第２の区画を形成する前記可動エレメントであって、
前記第１の区画は、前記回転軸から、前記回転軸と前記第２の端部との間の前記第２の区
画の長さにほぼ等しい距離だけ離間された延在部を含み、前記可動エレメントは、第１の
表面および第２の表面を含む、前記可動エレメントと、
　　前記可動エレメントの前記第１の表面から離間され、第１の感知電極と、第３の感知
電極と、フィードバック動作のための第１のアクチュエーション電極とを含む、第１の固
定導電層と、
　　前記可動エレメントの前記第２の表面から離間され、第２の感知電極と、第４の感知
電極と、フィードバック動作のための第２のアクチュエーション電極とを含む、第２の固
定導電層と
　を含み、前記第１および第２のアクチュエーション電極は、前記延在部と対向し、前記
第１及び第２の感知電極は、前記第１の区画と対向し、前記第３及び第４の感知電極は、
前記第２の区画と対向し、前記第１のアクチュエーション電極は、前記第１の感知電極と
隣接し、前記第２のアクチュエーション電極は、前記第２の感知電極と隣接している、装
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置。
【請求項２】
　微小電気機械システム（ＭＥＭＳ）センサであって、
　可動エレメントの第１の端部と第２の端部との間でオフセットされている回転軸に対し
て動くように適合され、前記回転軸と前記第１の端部との間に第１の区画を形成し、前記
回転軸と前記第２の端部との間に第２の区画を形成する前記可動エレメントであって、前
記第１の区画は、前記回転軸から、前記回転軸と前記第２の端部との間の前記第２の区画
の長さにほぼ等しい距離だけ離間された延在部を含み、前記可動エレメントは、第１の表
面および第２の表面を含む、前記可動エレメントと、
　前記可動エレメントの前記第１の表面から離間され、第１の感知電極と、第３の感知電
極と、フィードバック動作のための第１のアクチュエーション電極とを含む、第１の固定
導電層と、
　前記可動エレメントの前記第２の表面から離間され、第２の感知電極と、第４の感知電
極と、フィードバック動作のための第２のアクチュエーション電極とを含む、第２の固定
導電層と、
　を備え、前記第１および第２のアクチュエーション電極は、前記延在部と対向し、前記
第１および第２の感知電極は、前記第１の区画と対向し、前記第３および第４の感知電極
は、前記第２の区画と対向し、前記第１、第２、第３、および第４の感知電極のそれぞれ
は、前記可動エレメントの全表面積の２５～３５パーセントの範囲にある表面積を有し、
前記第１のアクチュエーション電極は、前記第１の感知電極と隣接し、前記第２のアクチ
ュエーション電極は、前記第２の感知電極と隣接している、センサ。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、主として、微小電気機械システム（ＭＥＭＳ）センサに関する。より具体的
には、本発明は、ＭＥＭＳ差動容量型加速度計に関する。
【背景技術】
【０００２】
　加速度計は、加速力の測定に一般的に利用されるセンサである。加速力は、一定重力の
ように静的である場合もあれば、動的である場合もあり、これは、加速度計を移動または
振動させることによって引き起こされる。加速度計は、１つ、２つ、または３つの軸、ま
たは方向に沿った加速や他の現象を感知することが可能である。この情報から、加速度計
が設置されている装置の動きまたは方位を確認することが可能である。加速度計は、慣性
誘導システム、自動車のエアバッグ展開システム、様々な装置の保護システム、および他
の多くの科学技術システムで使用されている。
【０００３】
　高重力環境下での小型装置内での動作のために、かつ、比較的低コストであることから
、容量感知型ＭＥＭＳ加速度計を設計することが非常に望ましい。容量型加速度計は、加
速による電気容量の変化を感知して、通電されている回路の出力を変化させる、加速度計
の一般的な形式の１つは、「シーソー」構造を有する２層容量型トランスデューサである
。この一般的に利用されているタイプのトランスデューサは、ｚ軸加速下において基板上
方で回転する可動エレメントまたは可動プレートを使用している。この加速度計構造は、
２つの別個の容量を測定して、差動容量または相対容量を求めることが可能である。
【０００４】
　図１は、従来のヒンジ型または「シーソー」型センサとして組み立てられた、先行技術
の３層容量型加速度計２０の分解側面図を示す。容量型加速度計２０は、一対の固定基板
２２および２４を含んでおり、静電基板２２および２４は、それぞれ対向する平行平面を
有している。基板２２と２４は互いに離間されており、各基板は、片面に堆積された所定
の構造のいくつかの金属電極エレメント２６および２８を有し、それぞれがキャパシタ電
極、又は「プレート」を形成している。一例示的事例では、電極エレメント２６は、刺激
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信号を受け取る励起電極、又は感知電極として動作する。他方の電極エレメント２８は、
静電リバランスのためのフィードバック電極として動作する。電極エレメント２６（また
は２８）の１つのセットは、フィードバック信号が感知信号に重畳された場合には、感知
電極およびフィードバック電極の両方として動作する。
【０００５】
　一般に「プルーフマス」と称されている可動エレメント３０が、回転軸３６のまわりの
回転のために、隆起した取り付け点３４に位置する１つまたは複数の回転フレキシャ３２
によって、基板２２と基板２４との間で弾力的に浮いており、電極２６および２８ととも
に、様々なキャパシタセットを形成する。可動エレメント３０は、加速に応じて動き、従
って、可動エレメント３０の位置が固定感知電極２６に対して変化する。この位置変化の
結果として、キャパシタのセットであって、それらの差、すなわち差動容量が加速を表す
、キャパシタのセットが得られる。静電リバランスのための別のキャパシタセットが、可
動エレメント３０およびフィードバック電極２８から構成される。フィードバック電極２
８は、可動エレメント３０を、感知エレメント２６間で平衡のとれた可動エレメント３０
の基準位置まで駆動して、その位置を維持するように機能する。
【０００６】
　シーソー型加速度計としての動作を意図される場合は、回転軸３６に対して一方の側に
ある、可動エレメント３０の第１の区画３８が、回転軸３６に対して他方の側にある、可
動エレメント３０の第２の区画４０より、比較的重い質量で形成される。第１の区画３８
の、より大きな質量は、典型的には、第１の区画３８の延在部４２が回転軸３６から見て
遠方に形成されるように、回転軸３６をオフセットすることによって作成される。さらに
、電極エレメント２６および２８は、可動エレメント３０の長手方向軸Ｌに対して対称に
なるようにサイズおよび間隔が決定されている。同様に、電極エレメント２６および２８
はさらに、回転軸３６に対して対称になるようにサイズおよび間隔が決定されている。
【０００７】
　シーソー型構造を有する２層および３層の容量型センサには、いくつかの欠点がある。
容量性出力を増やして回路性能を高める（たとえば、雑音を低減する）ためには、シーソ
ー型容量加速度計のプルーフマスを比較的大きくする必要がある。ところが、プルーフマ
スを大きくするには、ダイ面積を広くとる必要があり、コストおよびパッケージサイズが
増える。さらに、プルーフマスは、剛体として回転しなければならない。プルーフマスの
変形しやすさや曲がりやすさは、サイズが増えるにつれて大きくなり、特に、高い加速に
さらされると大きくなる。このような変形や曲がりは、非線形効果を引き起こし、それに
よって、センサの精度が低下する。たとえば、この非線形性は、センサ出力においてＤＣ
オフセットを生成する可能性があり、場合によって、加速度計が配備されているシステム
の機能不全を引き起こす可能性がある。プルーフマスと感知電極との間のギャップを小さ
くしたり、プルーフマスを厚くしたりすると、変形の問題およびそれにともなう非線形効
果を軽減することが可能である。しかしながら、より小さいギャップおよび／またはより
厚いプルーフマスを製造することは、製造上の問題につながる。
【０００８】
　図１に示された３層シーソー型構造に固有の問題は、感知電極２６およびフィードバッ
ク電極２８の両方が、回転軸３６のそばに密集していることである。この構造は、一般に
シールド面積と称される、可動エレメント３０の延在部４２の表面積が使用されないとい
う点で、非効率的である。さらに、電極２６および２８の表面積は、電極２６および２８
が回転軸３６のまわりに密集している構造のために、比較的小さい。感知電極２６の表面
積が小さいほど、容量性出力は低い。フィードバック電極２８の表面積が小さいほど、ア
クチュエーションによって与えられる、フィードバック回路（図示せず）から利用可能な
電圧レベルが不十分になる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】従来のヒンジ型または「シーソー」型センサとして組み立てられた、先行技術の
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３層容量型加速度計２０の分解側面図である。
【図２】本発明による差動容量型センサの斜視図である。
【図３】本発明による、処理中の差動容量型センサの一部分の拡大断面図である。
【図４】差動容量型センサの上面図である。
【図５】差動容量型センサの部分側面図である。
【図６】差動容量型センサのキャパシタ間の数学的関係を示す表である。
【図７】差動容量型センサを設置することが可能な装置を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　詳細な説明および請求項を参照し、これらを図面と関連させて考察することにより、本
発明のより完全な理解が得られるであろう。各図面を通して、類似の参照符号は類似のア
イテムを指している。
【００１１】
　図２は、本発明による差動容量型センサ５０の斜視図を示す。センサ５０は、たとえば
、微小電気機械システム（ＭＥＭＳ）加速度計または他のＭＥＭＳ感知素子であってよい
。このあとの説明のために、以降では、センサ５０を容量型加速度計５０と称する。容量
型加速度計５０は、３層のシーソー構造をとり、先行技術の素子より大きな容量性出力を
提供し、非剛体変形によって引き起こされる非線形効果を効果的に打ち消し、自己診断お
よび／または「閉ループ」、またはフィードバック設計に使用されるのに十分な静電アク
チュエーションを可能にする。
【００１２】
　容量型加速度計５０は、基板５４上に配置された第１の固定導電層５２を含んでいる。
第１の導電層５２の上方に、本明細書では可動エレメント５６と称する別の導電層が形成
されている。可動エレメント５６は、ヒンジエレメント５８によって支持されており、ヒ
ンジエレメント５８によって定義されている回転軸６０のまわりを旋回することが可能に
なっている。可動エレメント５６の上方に、第２の固定導電層６２が配置されている。可
動エレメント５６の、回転軸６０のまわりの旋回運動を可能にするために、いくつかのフ
レキシャ、ヒンジ、および他の回転機構を利用することが可能であることを理解されたい
。
【００１３】
　第１の固定導電層５２は、第１の感知電極６４、第３の感知電極６６、および第１のア
クチュエーション電極６８を含む、３つの電気的に隔離された電極またはプレートの形式
をとる。第２の固定導電層６２は、基板５４に固定され、第１の導電層５２および可動エ
レメント５６の上方に配置された、３つの電気的に隔離されたプレート、又は蓋の形式を
とる。これらの蓋は、第２の感知電極７０、第４の感知電極７２、および第２のアクチュ
エーション電極７４を含んでいる。可動エレメント５６のヒンジエレメント５８が見える
ように、第４の感知電極７２の一部分が切り取られている。
【００１４】
　図２は、差動加速度計５０の、１つの可能な構造を示している。しかしながら、差動加
速度計５０の３層は、互いに電気的に隔離されている、第１、第２、第３、および第４の
感知電極６４、７０、６６、および７２、ならびに第１および第２のアクチュエーション
電極６８および７４のそれぞれを保持する、いくつかの形式をとることが可能であること
を理解されたい。
【００１５】
　図３は、本発明による、処理中の差動加速度計５０の一部分の拡大断面図を示す。基板
５４は、シリコンからなる半導体ウェハであってよいが、任意の機械的支持基板が利用可
能である。基板５４の表面に、絶縁層７６を形成することが可能である。絶縁層７６は、
二酸化シリコン、窒化シリコンなどであってよい。絶縁層７６をコンフォーマルに形成し
、その後にパターニングおよびエッチングを行うことが可能である。絶縁層７６は、第１
の導電層５２を基板５４から絶縁するように動作する。ただし、基板５４が非導電性であ
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れば、絶縁層７６を利用しなくてもよいことを理解されたい。
【００１６】
　第１の固定導電層５２は、ポリシリコンからなるが、他の導電性材料を用いてもよい。
第１の導電層５２は、堆積やスパッタリングなどの既知の方法で形成可能である。基板５
４の表面に第１の導電層５２をブランケット層として堆積させることが可能であり、その
後にパターニングおよびエッチングを行って、第１の導電層５２の第１の感知電極６４、
第３の感知電極６６、および第１のアクチュエーション電極６８を形成することが可能で
ある。後の処理工程時に基板５４を保護すること、ならびに、第１の導電層５２と可動エ
レメント５６との間の短絡および／または溶着を防ぐことのために、オプションで第１の
保護層７８を第１の導電層５２の上に配置し、その後に、必要に応じてパターニングおよ
びエッチングを行うことが可能である。
【００１７】
　パターニングおよびエッチングが行われた第１の導電層５２の上に、第１の犠牲層８０
を形成することが可能である。ここまでの層と同様に、第１の犠牲層８０もコンフォーマ
ルに形成され、その後に、必要に応じてパターニングおよびエッチングが行われる。当業
者には知られているように、第１の犠牲層８０は、リン酸シリケートガラスから形成され
てよく、化学気相成長法によって堆積されることが可能である。リン酸シリケートガラス
の代わりに他の犠牲材料を用いてもよいことを理解されたい。
【００１８】
　次の導電層、すなわち、可動エレメント５６は、ポリシリコンからなり、第１の導電層
５２の上方に位置するシーソー型構造として形成される。可動エレメント５６は、ヒンジ
エレメント５８によって、基板５４に機械的に取り付けられている。可動エレメント５６
の上に、第２の犠牲層８２（リン酸シリケートガラスなど）をコンフォーマルに形成し、
その後、パターニングおよびエッチングを行うことが可能である。可動エレメント５６と
第２の固定導電層６２との間の短絡および／または溶着を防ぐために、オプションで第２
の保護層８４を第２の犠牲層８２の上に形成することが可能である。
【００１９】
　第２の固定導電層６２は、パターニングが行われた第２の犠牲層８２の上に形成される
。第２の固定導電層６２も、ポリシリコンからなり、コンフォーマルに形成された後にパ
ターニングおよびエッチングが適宜行われて、第２の感知電極７０、第４の感知電極７２
、および第２のアクチュエーション電極７４が形成される。第２の固定導電層６２を形成
した後に、第２の固定導電層６２を保護するために、保護層８６を形成することが可能で
ある。
【００２０】
　上述の構造が形成された後に、従来の方法に従って、第１の犠牲層８０および第２の犠
牲層８２がそれぞれ除去される。たとえば、第１の固定導電層５２、可動エレメント５６
、および第２の固定導電層６２のポリシリコン、または保護層７８、８４、および８６に
目立つ損傷を与えることなく、リン酸シリケートガラスの犠牲層を除去することが可能な
選択的エッチング液を用いることが可能である。
【００２１】
　図４は、差動容量型センサ、すなわち、容量型加速度計５０の上面図を示す。可動エレ
メント５６は、第２の固定導電層６２の第２の感知電極７０、第４の感知電極７２、およ
び第２のアクチュエーション電極７４の下にある。第１の固定導電層５２の第１の感知電
極６４、第３の感知電極６６、および第１のアクチュエーション電極６８は、可動エレメ
ント５６の下にあり、図４では見えない。
【００２２】
　可動エレメント５６は、可動エレメント５６の第１の端部８８と第２の端部９０との間
でオフセットされている回転軸６０に対して動くように適合されている。回転軸６０は、
可動エレメント５６の長手方向次元９２に対して垂直な方向を向いている。可動エレメン
ト５６の第１の区画９４が、回転軸６０と第１の端部８８との間に形成され、可動エレメ
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ント５６の第２の区画９６が、回転軸６０と第２の端部９０との間に形成される。可動エ
レメント５６の第１の区画９４は、延在部９８が回転軸６０から見て遠方に形成されるよ
うに回転軸６０をオフセットすることによって、第２の区画９６より比較的大きい質量を
有するように形成されている。一実施形態では、第１の区画９４の延在部９８は、回転軸
６０から距離１００だけ離間されており、距離１００は、第２の区画９６の長さ１０２と
ほぼ同じである。
【００２３】
　図４および５を参照すると、図５は、差動容量型センサ、すなわち、容量型加速度計５
０の部分側面図を示す。可動エレメント５６は、第１の表面１０４および第２の表面１０
６を含んでいる。第１の固定導電層５２は、可動エレメント５６の第１の表面１０４から
離間されており、第２の固定導電層６２と、第２の表面１０６から離間されている。
【００２４】
　第１の感知電極６４、第３の感知電極６６、および第１のアクチュエーション電極６８
は、可動エレメント５６の第１の表面１０４と対向している。同様に、第２の感知電極７
０、第４の感知電極７２、および第２のアクチュエーション電極７４は、可動エレメント
５６の第２の表面１０６と対向している。より具体的には、第１の感知電極６４および第
２の感知電極７０は、可動エレメント５６の第１の区画９４の相対する表面と、回転軸６
０の近傍で対向している。同様に、第３の感知電極６６および第４の感知電極７２は、第
２の区画９６の相対する表面と、回転軸６０の近傍で対向している。
【００２５】
　第１の感知電極６４は、可動エレメント５６の第１の区画９４とともに、第１のキャパ
シタ１０８を形成しており、第３の感知電極６６は、可動エレメント５６の第２の区画９
６とともに、第３のキャパシタ１１０を形成している。さらに、第２の感知電極７０は、
可動エレメント５６の第１の区画９４とともに、第２のキャパシタ１１２を形成しており
、第４の感知電極７２は、可動エレメントの第２の区画９６とともに、第４のキャパシタ
１１４を形成している。
【００２６】
　第１の感知電極６４および第３の感知電極６６はそれぞれ、回転軸６０に対して対称に
配置されており、第２の感知電極７０および第４の感知電極７２は、回転軸６０に対して
対称に配置されている。電極６４、６６、７０、および７２のそれぞれは、サイズおよび
形状がほぼ同じである。第１のアクチュエーション電極６８は、第１の感知電極６６と隣
接しているが、回転軸６０から見て遠方に位置して、第１の区画９４の延在部９８と対向
している。同様に、第２のアクチュエーション電極７４は、第２の感知電極７０と隣接し
ているが、回転軸６０から見て遠方に位置して、第１の区画９４の延在部９８と対向して
いる。第１のアクチュエーション電極６８および第２のアクチュエーション電極７４はそ
れぞれ、非平衡プルーフマス実装の未使用シールド面積に有利に組み込まれており、これ
に伴ってそのような素子のダイ面積が増えることがない。
【００２７】
　第１のアクチュエーション電極６８および第２のアクチュエーション電極７４を延在部
９８に配置することにより、電極６４、６６、７０、および７２の表面積を広くとること
が可能になり、これによって、第１のキャパシタ１０８、第２のキャパシタ１１２、第３
のキャパシタ１１０、および第４のキャパシタの容量性出力を、先行技術による設計より
大きくすることが可能になる。たとえば、電極６４、６６、７０、および７２のそれぞれ
の表面積（すなわち、第１の寸法１１６と第２の寸法１１８とを掛け合わせたもの）は、
所望の性能を得るために、可動エレメント５６の全表面積（すなわち、長さ９２と幅１２
０とを掛け合わせたもの）の約２５～３５パーセントの範囲にある。可動エレメント５６
のそれぞれの側に対して感知電極が２つあるため、第１の表面１０４および第２の表面１
０６のそれぞれの約５０～７０パーセントが、それぞれに対する感知電極６４、６６、７
０、および７２によって利用されている。言い換えると、可動エレメント５６の所与の側
に対する感知電極のそれぞれは、可動エレメント５６のその所与の側の全表面積の２５～
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３５パーセントの範囲にある表面積を備える。
【００２８】
　さらに、第１のアクチュエーション電極６８および第２のアクチュエーション電極７４
を延在部９８に配置することにより、第１のアクチュエーション電極６８および第２のア
クチュエーション電極７４の表面積を比較的広くとることも可能になる。たとえば、第１
のアクチュエーション電極６８および第２のアクチュエーション電極７４のそれぞれの表
面積（すなわち、第３の寸法１２２と第４の寸法１２４とを掛け合わせたもの）は、可動
エレメント５６の全表面積の約２０～２５パーセントの範囲にある。第１のアクチュエー
ション電極６８および第２のアクチュエーション電極７４を延在部に配置することは、ア
クチュエーションにとって望ましい配置である。なぜなら、延在部９８が回転軸６０から
遠くにあるため、大きなモーメントが得られるからである。
【００２９】
　第１および第２のアクチュエーション電極６８および７４は、フィードバック「閉ルー
プ」動作および／または「自己診断」動作のためのアクチュエーションを提供する。フィ
ードバック動作の場合には、これらのアクチュエーション電極は、大きな加速を打ち消す
機能を提供する。したがって、フィードバック動作では、可動エレメントの位置をキャパ
シタンスで感知し、アクチュエーション電極に静電バイアスを与えて、可動エレメントを
静止状態に保ったり、特定の周波数レンジでの動きを制限したりするために、第１および
第２の電極６８および７４にフィードバック信号を印加することが可能である。たとえば
、高い周波数の動きを可能にし、低い周波数の動き（たとえば、パッケージストレスに起
因する、温度および／または時間に依存するオフセット）を打ち消すように動きを制限す
ることが可能である。「自己診断」動作の場合には、これらのアクチュエーション電極は
、差動加速度計５０の機能を試験するために、大量のアクチュエーションを与えることが
可能である。さらに、両方の場合において、アクチュエーションは双方向である。すなわ
ち、可動エレメント５６をどちらかの方向に回転させることが可能である。
【００３０】
　この構造により、可動エレメント５６の全表面積が有効利用される。さらに、この構造
により、キャパシタ１０８、１１２、１１０、および１１４の有効な容量性出力を可能に
し、第１および第２のアクチュエーション電極６８および７４それぞれにおける十分なア
クチュエーション電圧を可能にしながら、プルーフマス、すなわち可動エレメント５６を
より小さくすることが可能になる。
【００３１】
　図６は、差動加速度計５０（図２）の第１のキャパシタ１０８、第２のキャパシタ１１
２、第３のキャパシタ１１０、および第４のキャパシタ１１４の間の数学的関係を示す表
１２６である。可動エレメント５６（図５）を、第１の区画９４が第１の感知エレメント
６４に接近し、第２の区画９６が第４の感知エレメント７２に接近するように回転軸６０
のまわりを旋回させる加速により、第１のキャパシタ１０８および第４のキャパシタ１１
４の両方における増加が測定され、第２のキャパシタ１１２および第３のキャパシタ１１
０の両方における減少が測定される。このようにして、差動感知機構が形成される。第１
のキャパシタ１０８と第４のキャパシタ１１４とが結合され、第２のキャパシタ１１２と
第３のキャパシタ１１０とが結合されているため、差動加速度計５０は、所与の加速の下
で、従来の２層シーソー型構造に比べて、約２倍の基本キャパシタンスＣ０と約２倍のデ
ルタキャパシタンスΔＣとを与える。さらに、この差動感知機構は、２層シーソー型設計
において見られる、非剛体プルーフマス変形に起因する２次非線形項を打ち消す。
【００３２】
　図７は、差動加速度計５０を設置することが可能な装置１２８を示す。装置１２８は、
慣性誘導システム、自動車のエアバッグ展開システム、様々な装置の保護システム、およ
び他の多くの科学技術システムなどの様々な装置のうちのどれでもよい。装置１２８は、
加速度計パッケージ１３０を含んでおり、これに差動加速度計５０が組み込まれている。
この例示的状況では、加速度計パッケージ１３０は、回路１３２と通信しており、回路１
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３２は、たとえば、当業者には知られている従来型のバス構造を介して相互接続されてい
るプロセッサ、ハードディスクドライブ、および他の構成要素を含んでよい。当業者であ
れば理解されるように、装置１２８は、簡略化のために本明細書では論じられていない他
の多くの構成要素を含んでよい。さらに、装置１２８は、本明細書で具体的に記された構
造を有しなくてもよい。
【００３３】
　一般に、回路１３２は、加速度計パッケージ１３０からの信号を監視する。これらの信
号は、Ｚ軸方向の加速を含む。加速度計パッケージ１３０の差動加速度計５０は、Ｚ軸加
速度（ＡＺ）１３６を感知する。本発明によれば、Ｚ軸加速度１３６は、図６に関して論
じられた第１のキャパシタ１０８、第２のキャパシタ１１２、第３のキャパシタ１１０、
および第４のキャパシタ１１４からのキャパシタンスによって生成される。差動加速度計
５０からのキャパシタンス信号は、入出力回路チップ１３８の感知回路に伝達され、そこ
で、当業者には知られている適切な処理を施されてから、回路１３２へ出力される。
【００３４】
　加速度計パッケージ１３０はさらに、デジタル入力電圧信号１４２の印加のために、回
路１３２と通信するアクチュエーション電圧入力ポート１４０を含む。電圧信号１４２は
、第１のアクチュエーション電極６８および第２のアクチュエーション電極７４のそれぞ
れにアクチュエーション電圧（Ｖ＋およびＶ－）１４６を与えることを、入出力回路チッ
プ１３８のアクチュエーション回路１４４に信号で指示する。差動加速度計５０が「閉ル
ープ」設計として構成されている場合、アクチュエーション電圧１４６は、フィードバッ
ク電圧である。このフィードバック電圧を第１の電極６８および第２の電極７４に印加す
ることにより、パッケージストレスに起因する、温度および／または時間に依存するオフ
セットを打ち消して、可動エレメント５２の位置をほぼ一定にすることが可能である。一
方、加速度計パッケージ１３０が自己診断モードになっている場合には、アクチュエーシ
ョン電圧は、自己診断電圧であってよい。差動加速度計５０の機能を試験するために、自
己診断電圧を第１のアクチュエーション電極６８および第２のアクチュエーション電極７
４に印加することが可能である。回路１３２はさらに、外部入力信号が回路１３２に伝達
されるように、装置１２８の外部にあるポート（図示せず）と通信することが可能である
。続いて、回路１３２上のプロセッサソフトウェアまたはハードウェアが電圧信号１４２
を生成し、電圧信号１４２は入力ポート１４０へ搬送される。
【００３５】
　本明細書に記載の一実施形態は、差動容量型センサを含む装置を備える。別の実施形態
は、本発明の微小電気機械システム差動容量型センサを組み立てる方法を備える。このセ
ンサは、３層シーソー型構造として組み立てられた差動加速度計であってよい。アクチュ
エーション電極を、シーソー型構造の回転軸から見て遠方に配置することにより、比較的
大きな感知電極を回転軸の近くに密集させることが可能になる。さらに、可動エレメント
の回転軸から見て遠方に比較的大きなアクチュエーション電極を配置することにより、可
動エレメントの大きなモーメントアームを活用することが可能になる。感知電極およびフ
ィードバック電極のこの構造は、十分なキャパシタンスおよび／または信号レベルを有し
ながら、パッケージがより小さく、コストがより低いセンサの設計に用いられることが可
能な、より小さい可動エレメント（すなわち、プルーフマス）の利用を可能にする。より
小さいこのセンサは、プルーフマスの変形がより少ないため、より精度が高い。可動エレ
メントの位置をキャパシタンスで感知し、アクチュエーション電極に静電バイアスを与え
て、非剛体変形に起因する非線形効果を有効に打ち消し、かつ／または、自己診断動作に
おいて十分な静電アクチュエーションを与えるために、３層シーソー型構造を、フィード
バック「閉ループ」システムとともに用いることも可能である。
【００３６】
　本発明の好ましい実施形態を図示し、詳細に論じてきたが、当業者には自明であるよう
に、それらに対して、本発明の趣旨または添付の特許請求の範囲から逸脱することなく、
様々な修正を施すことが可能である。たとえば、アクチュエーションを必要としない応用
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では、第１および第２のアクチュエーション電極を感知電極として利用することが可能で
ある。そのような場合は、それに応じてキャパシタンス出力の量を増やすことが可能であ
る。
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